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                                    Abstract 
   Since 1980s distribution of health carehas been intensely discussed in the U. S. because 
there are serious problems such as ruinous medical expenses and solvency—based, unfair 
distribution of medical care. One out of every seven citizens in the U. S. has no medical 
insurance, which is spurring social unrest. 
   In other developed countriesthe right to medical care has been guaranteed and access has 
been secured because medical care is directly related to human life and therefore regarded as 
the most valued. In the U. S., however, the same right is denied and medical care is merely 
regarded as one of commodities that should be bought according to principles of the market 
economy. 
 How could bioethics handle the current situation ? We can see the limitations of the U. 
S., where people are only discussing who should pay for medical expenses and how, without 
placing a value on human life. 
   Japan is following in the footsteps of the U. S., controlling medical expenses in a negative 
way. Thus, not a few people do not or cannot join any scheme of medical insurance and the 
universal medical insurance system is collapsing. The right to medical care has not been 
discussed actively enough so far, and the right itself is losing power. 
   The U. S. government is not obliged to bear responsibility for the right to health at all, 
while the Japanese equivalent is. It is not appropriate for Japan to follow the U. S. policy 
regarding the right to medical care. Instead, Japan's role model should be France or 
Germany, both of which respect he right to medical care and are struggling to maintain their 
universal medical insurance system. 
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〔原 著〕
アメ リカにお ける医療 への ア クセス と健康権
生命倫理の議論を中心に
石 村 久 美 子*,**
【要 旨】 アメリカでは1980年以降,医 療に関する分配論が盛んである。その背景には,世 界
第1位 の総医療費に対する医療費亡国論と,支払能力に応 じた医療の不公正な分配 という深刻な
問題がある。国民7人 に1人の無保険者の存在は人々の不安を増 し,生 命の沙汰も金次第という
深刻な現実を突きつけている。
しかし,そ の他の先進諸国では医療を受ける権利を含む健康権を承認 し,そ のアクセスを平等
に整備 してきた。 ところが,ア メ リカではその権利を否定し,医 療の分配も市場の原理によって
個人が購入すべき財の一つとみなし,独 自の路線を歩んでいる。
人権運動を背景にアメ リカで形成 されてきた生命倫理は,こ のような事態に対 し,何 を提言 し
えるのだろうか。生命の価値を優先させるのではなく,そ の医療費をだれがどのように負担する
のかという経済の問題を公正 さと正義の問題と称 して議論 している。 それが,権 利として承認さ
れていないアメリカでの生命倫理の限界なのであろう。
日本国内においては,そ のアメ リカに倣 って医療費抑制策が進行 している。負担の公平性に
よって無保険者を生みだし,国 民皆保険の崩壊を招いている。 健康権の議論も決 して活発とはい
えない状況下で,む しろ健康権を後退させる現状に至っている。
アメ リカと日本が異なる点は,健 康権に対する遵守義務があるか否かである。 その遵守義務の
ある日本が健康や医療を自己責任に委ねるアメリカに追従するのは,適 切ではない。 これ以上,
医療 と皆保険の崩壊を進行 させないために,日本が見据える方向は少なくとも健康権を承認 し,
皆保険制度を維持するために工夫と努力を続けるフランスや ドイツであろう。
キ ー ワー ド ヘ ル ス ケ ア,健 康 権,ビ ー チ ャ ム,大 統 領 委 員 会,ダ ニ エ ル ズ




























































† 厚 労 省 「安 心 と希 望 の 医療 確 保 ビジ ョ ン」 第1回 会 議
(H20.1.7)資料 に よ れ ば,ア メ リカ の2005年総 医
療 費 の 対GDP比 は15.3%(1位),11.6%のス イ ス
(2位)を 大 き く引 き離 して い る。 日本 の 場 合,そ れ は
8.0%(22位)であ る。


















II.T.L.ビー チ ャムのヘル スケ アへの ア
クセ スに関す る分配的正義









およそ同意 していると述べている。① 医療費が著 し
く増大を続けていることは早急に見直すべき重要課題
であると認識 していること,② 医療費に対す るこれ













ビーチャムは,た とえば 「発症医学」 と 「予防医
学」ではどちらに資金を優先すべきなのだろうか,と
問 う。一つの見方 として,衛 生的な環境改善や予防医
学の普及による病気の予防は,人工透析 ・心臓移植や
集中治療室などの治療よりも安価な費用でより効果的
な健康 レベルを維持 し,更に救命率を向上させ ること

































の格差原理は,人 々を不平等に扱 うことが,最 も不遇
な人々への貢献になる場合は容認 される。格差原理 は,
国家による積極的差別是正措置を正当化する910)。










































防可能な早死か ら救 うという特別重要な意味を有 して









































ことではない。 リバ タリアンでは,財 の獲得に関する
自由市場の手続き,財 の合法的移転や非合法に財を奪
われた人,も しくは自由市場において非合法に妨害さ






























スに関 して解決策を模索 していると評価 している15)。
つまり,ビーチャムの認識では,個人の同意や自由
にのみ価値をおくリバタリアン理論では,解決策を探
る議論にはなり得ない。従 って,ロ ールズに影響 され
た平等主義論 と,他の価値 と比較衡量 して効用の大 き




















































































現在,世 界の多 くの国においては,国 際人権規約
(社会権規約第12条に規定されている健康権)を 批准
し,ロ シアやイタリアをはじめ109力国が自国の憲法

































れた憲法上の権利で はない,② 委員会が表明 してい
るタイプの倫理的義務の推論 は論理的なものではない,
③ すべての人々への適切な医療を保障するための政





困難であ る。 しか し,社会において共同生活 を営む
人々の中には,困窮生活を強いられている人々がいる。
















の種類 ・量 ・治療の質なども考慮 しなければならず,























lV.N.ダニエル ズ†の 「公正 な機会 の平等



























































































資格があるが,こ こでの 「公正な分配」 とは,そ の
サービスにだれが対価を払 うべ きなのか,と いう問に
答えを出さなければならない,と いう。つまり,マク

































ある。ダニエルズはその リス トに,あ る種の基本的







富か ら判断 して,最 も恵まれない人々の長期の期待を
最大化するための基本的構造を要求するものである。
















































































ism(政治的 リベラ リズム)」の中で,リ ベ ラリズム
の条件を満たす制度の条件として5点 をあげている31)。
ロールズは,無論,こ れらの制度 は 「公正 としての正
義」の原則を完全に満たすような条件ではない。 しか
し,市民によって良心的に継続 されるな ら,恐 らく基
本的自由を守 り,過度な社会的経済的不平等を防 ぐこ
とが可能であろうと論 じている。
その リス トとは,① 選挙や政策上の重要項目につ
いての公共的情報が入手できる諸方法を確保すること,
② 一定の公正な機会均等,③ 所得 と富のまともな分
配,④ 社会を失業対策の最期の切 り札 として機能 さ










































































場 にはできないような必要最小限に限定 して,政 府固
有の役割と責任を縮小化 している。 また効率や資源の
有効活用及び個人の自由を重視するため,二 段階医療




















































1970年代,人 権運動を背景 に形成 されてきた生命
倫理の議論のベースは,人間の尊厳 と人権擁護であっ
た。経済的な裏付けもなく,理想だけを振 りかざ して
















る自己責任 ・自己負担の拡大,無 保険者の増加,公 的
医療保険の保障範囲の見直し(公的支出の抑制)等 が
続いている。
しかし,日本 とアメ リカでは大 きく異なる点がある。
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